
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

（３） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

千円 千円
19年度

21.83,150,157

　　　　　　％

17年度の人件費率

23.1

　　　　　　　　　　　％

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

（参考）人 件 費人 件 費 率

別紙３

歳 出 額

瀬戸内市の給与・定員管理等について

実 質 収 支

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（19年度末）
区　　分

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円人　
19年度

407

職員数

　　　　　　Ａ

人

区　　分

39,619 387,216

202,027 565,410

　　　　　千円

1,377,067

13,648,052

（参考）類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

千円

2,144,504

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

5,269 6,032

千円 千円

(H15)
100.7

(H15)
98.6

(H20)
93.2

(H20)
95.2

(H20)
98.3

90

95

100

105

瀬戸内市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 29 人 円 円 円

歳 5 人 円 円 円 歳 円

歳 11 人 円 円 円 歳 円

歳 3 人 円 円 円 歳 円

歳 383 人 円 円 円

歳 4,784 人 円 円 円

歳 35 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

（注）　岡山県の初任給は給与削減後の数字

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　分 平均年齢

357,711

387,506

国

341,535

284,679 320,62348.9

353,067384,173岡山県 48.3

42.1

うち　運転手

瀬戸内市

302,467

276,073

岡山県

49.8

54.2

49.4 318,619 運転手 55.9

平均年齢 A/B

299,700

242,800 1.14

区　　分

平均給料月額 平均給与月額

類似団体 47.7

329,780

325,113

うち　学校給食員

347,100

272,300

瀬戸内市

岡山県

瀬戸内市

年収ベース（試算値）の比較

公務員

―

379,141

―

(C） (D)

短　大　卒

140,100

大　学　卒

137,200技能労務職

-

区　　　　分

356,762

40.2

（国ベース）

平均給与月額

区　　分

区　　　　　分

340,258

岡　山　県

（国ベース）

1.28

234,900

235,300一般行政職

高　校　卒

高　校　卒

一般行政職

高　校　卒

経験年数１０年

219,200

279,175大　学　卒

41.8 359,300

405,173

民間
C/D

参　　　　考

瀬戸内市

43.6

286,710

355,640

―

廃棄物処理業
従業員

―296,100

参　考

374,819

民　　　　間

の類似職種

公　　務　　員

対応する民間 平均給与月額

―

―

313,500

43.3

国 41.1

類似団体

327,111

うち　清掃職員

教　育　職

区　　分

平均給料月額平 均 年 齢

類似団体 43.8

技能労務職

―

3,596,400うち　清掃職員

1.75

うち　学校給食員

2,947,200うち　運転手 5,159,033

2,913,600

6,263,531

44.3

247,100

大　学　卒

高　校　卒

348,403

426,000

中　学　卒

330,192

242,450

1.74

323,026

1.54

278,500

4,495,607

平均給与月額

41.9 307,221

255,850

140,100

253,350

138,316

経験年数２０年

-

297,900251,500

278,900

国

172,200

瀬戸内市

172,200173,794

―303,102 316,383325,939 ―― ―

―

――

245,600 1.30

―

―

―

385,088

(B)
平均年齢 職員数

50.7

平均給料月額

282,100

平均給与月額
平均給与月額

(A)

―

274,045

―

337,250

経験年数１５年

138,316

調理士

281,500

-

- -

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

（注）１　瀬戸内市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　  ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

30

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

職員数

部長、参与、会計管理者

14.6

38

人事評価が試行段階であるため、成績率に差を設けず、一律の支給を行った。

標準的な職務内容

７　　級

区　　分

５　　級

18.4

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

38

主査

主任、主任（技師）

　　　　　　　　％

２　　級

主事・技師

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

４　　級

６　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

課長補佐、室長補佐

係長・主幹

22 10.7

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

課長、室長、参事

11

　　　　　　　　％

１　　級

　　　　　　　　％

37

30

３　　級

5.3

構成比

14.6

18.0

18.4

１級
1.3%

１級
23.2%１級

18.4%

２級
20.6%

２級
14.1%２級

14.6%

３級
17.5%

３級
13.6%３級

14.6%

４級
11.6%

４級
15.9%

４級
18.4%

５級
14.2%

５級
11.4%

５級
10.7%

６級
12.4%

６級
16.8%

６級
18.0% ７級

11.2%

７級
5.0%７級, 5.3% ８級

11.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比 ２年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（19年度支給割合） (19年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～25％

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　 千円

勧奨・定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

 (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

51,217

15.8

26,655

定年前早期退職特例措置　２～20％加算

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

日額

１体

感染病防疫作業

制度なし

犬猫死体処理手当

作業従事職員

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員

59.2859.28 59.28

41.34

30.55

59.2847.50

瀬　　戸　　内　　市

1,000円

15,000円

18,000円

3,000円

300～500円休日等出勤

１体 25,000円

１回 150～370円

１回

左記職員に対する支給単価

１体

救急出勤等

1,000円犬猫等の死体処理作業

火葬作業（平日）

月額

１体

6

47.50

瀬　　戸　　内　　市

1.5

　　人事評価が試行段階であるため、成績率に差を設けず、一律の支給を行った。

1.5

国

3.00

59.28

23.50

33.50

・役職加算　5～15％

59.28

岡　　　　　山　　　　　県

1.5

主な支給対象業務

１人当たり平均支給額（19年度）

3.00

行旅病人死体取扱手当

火葬業務手当

・管理職加算　15～25％

作業従事職員

クリーンセンターかもめ、長船衛生センター及
び長船クリーンセンターに従事する職員作業従事職員

消防業務に従事する職員

火葬作業（土日祝日）

消防業務手当

環境衛生手当

作業従事職員

―

行旅死亡人の死体処理

支給実績（19年度決算）

作業従事職員

3,401自己都合

定年前早期退職特例措置　２～20％加算

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

防疫作業手当

3,534

手当の名称

1,814

１人当たり平均支給額（19年度）

33.50

1,389

41.34

3.00

・役職加算　5～20％

30.5523.50

国
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２０年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（加算措置の状況）

月分 15％＋29％

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

宿日直手当

940,000

区 分

（参考）類似団体における最高／最低額

給

料

－

１回上限4,000円、6時間超6,000円

748,000

（19年度決算）

国の制度と

45,742

57,093

支給職員１人当たり
平均支給年額（19年度決算）

支給実績

61,791

異なる内容

142

236

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

円

13,000

2人まで(配偶者非扶養)

特定期間の加算 5,000

245,924同

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

扶養手当

2人まで(配偶者扶養)

6,500

6,000

1人(配偶者なし)

6,000

(満16～22歳に達する年度)

その他

交通機関利用者

借家

2,500持家(5年間)

支給単価

636

異

任期毎に、「退職1年間の給料総額の1/12相当額」×「支給率(在職1年につき2.3)」

職務区分により

　給料×支給率(8～12％)

本庁・支所等１回につき

5,900養護老人ホーム１回につき

233,788

61,445

214,000

266,000

千円

419,000

－

千円

160,000

給 料 月 額 等

異

同
4,200

管理職が緊急時、休日等に勤務

522,000

465,000

380,000

350,000

円

任期毎に、「退職1年間の給料総額の1/12相当額」×「支給率(在職1年につき5.0)」

15%

　　（19年度支給割合）

598,000

3.3

副 市 町 村 長 760,000

450,000

教 育 長 595,200

177,000

3.3

　　（19年度支給割合）

副 議 長

副 市 町 村 長

任期毎に、「退職1年間の給料総額の1/12相当額」×「支給率(在職1年につき3.0)」

報

酬

議 長

副 議 長

市 区 町 村 長

議 員

議 長

収 入 役

議 員

備　　　　考

教 育 長

副 市 町 村 長

期
末
手
当

退
職
手
当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

市 区 町 村 長

880,000

720,000

同

同

　2,000～24,500円/月

配偶者

11,000

648,000

640,000

市 区 町 村 長

―

―

―

職務区分と支給率

―

19,872 千円

22,735 千円

管理職手当

管理職員特別勤務手当

住居手当

　通勤距離区分により支給

12,000～27,000

　支給限度額 55,000円/月

　最長期間の定期券価格

交通用具利用者（自動車等利用者）
通勤手当 円

千円

7,065 千円

471,87649,547 円

5,888 円

39,469 円
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

147

7

21

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

小　計

人 人

5332

人

25

計

[    0    ］

～ ～ ～

139.58

44歳

△ 22

4 後期高齢者事業等による増

△ 5

水道

病院

下水道

その他

408

89

69

391

264 250

67

△ 1

△ 14

75

△ 2

機構改革による減

75.06

退職者の欠員

63.1

18

71 76

主 な 増 減 理 由

15

17

5

△ 3

3

平成19年

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

機構改革による増

対前年
増減数

5

0

平成20年

△ 13

5

7

14

△ 3

100

6

87

29

徴収、課税関係職員の増

機構改革による減

職 員 数

26

△ 218

人事異動による減

＜参考＞

42 5761

20

機構改革による減

人事異動による減

総務

衛生

民生

普
通
会
計
部
門

計

一
般
行
政
部
門

商工

農林水産

土木

議会

税務

51歳

～

消防部門

教育部門

40歳

～

43歳

人事異動による減74

30

35歳

～

39歳

～

59歳55歳

人人

49

人 人
職員数

19 9148

人

47歳

人 人

小　計

退職者の欠員

98.56

＜参考＞△ 17

98.69

以上

60歳52歳

142

[            ］

533

＜参考＞

56歳48歳20歳

[      582      ］

28歳

合　　計 555

32歳20歳 36歳

1

人

37 60

7

80

30 0

0

△ 9

△ 1

66

区　分

未満

～ ～ ～

27歳23歳

24歳

31歳

人 人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

２年前の構成
比

%
（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

 

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の目標に対する実績を示す。  

264

250

275 277

264

273

275 277

△ 29

純減率純減数

△ 9

74

74

74

△ 14

△ 2

４年目３年目

２０年 ２１年 ２２年

５年目

△ 5.17

（参考）

計 数値目標

18年～22年

561 532

△ 24　（△8.73％）

△ 3　（△3.90％）

  △3　（　2.13％）

147

140

職員数

平成17年4月1日

１９年１８年

職員数

平成22年4月1日

561

等 会 計

増 減

564

564

0

561

職員数(実績）

職員数(実績）

増 減

職員数(目標）

公 営 企 業 職員数(目標）

教　育

消　防

増 減

職員数(実績）

職員数(目標）

増 減

職員数(目標）

職員数(実績）

１年目 ２年目

140

増 減

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員数(目標）

職員数(実績）

計画始期

１７年

76

0

141

0

68 69

77

△ 1

7

556

△ 14

555

257

74 74

69 69

532

139 138

75

　　1　　（1.47％）

69

77 76

0

69

1

69

6769

533

0

68

0

一般行政

141

251

142

△ 29　（△5.17％）

0

142

539

142

計

251

74

69

138

532

547

2
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 自己都合 千円
勧奨・定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

17年度の総費用に占

（退職時特別昇給　勧奨退職者で勤続20年以上の成績優秀者）

5,781

　　　　千円

812,876

千円

42.7

203,073

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

瀬戸内市企業職（水道）

30

人 千円

給　 料　　　　　　Ａ

105,279

職員手当

59.28
47.50 59.28
59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　２～20％加算

59.28

Ａ  

千円　 千円　

区　　分

19年度

職員数

30.55

45.5市 町 村 平 均

1,499

１人当たり平均支給額（19年度）

瀬　戸　内　市　企　業　職　（水　道）

瀬　戸　内　市　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（19年度）

1,389

　制度なし

25,690

千円

定年前早期退職特例措置　２～20％加算

3,401

23.50 30.55

481,762

571,242374,552

110,174
19年度

18,285

％

一人当たり

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

23.50

（退職時特別昇給　勧奨退職者で勤続20年以上の成績優秀者）

41.34

3.00

（参考）市町村平均

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

25.0

　質収支

総費用 純損益又は実

区　　分 職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

173,435

　　　　　千円 千円

Ｂ　

平均月収額

％

める職員給与費比率

44,976

千円

　　　　給与費 　　B/A

25.5

　　計　　Ｂ

基本給

1.453.00

26,655

1.45

33.50 41.34
47.50 59.28
33.50

6,873

瀬　戸　内　市　（一般行政職）

359,300

317,545

瀬　戸　内　市　企　業　職　（水　道）

瀬戸内市一般行政職 41.8 313,500
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

月額 円

１日につき 円

深夜（加算） 円

１回 円

１回 円

（深夜） 円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

通勤手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

130

2,342

休日待機し対応する者

円

218,052

支給職員１人当たり

439,818

円

円1,656 千円 61,333

交替勤務手当 浄水場勤務者 交替勤務に従事した者

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 3,541

住居手当

―

118

―

―

千円88

4,143 千円

水道事業職員

円

899 千円 128,428

左記職員に対する支給単価

時間外又は休日に非常
呼出を受け勤務した者

交通機関利用者

　最長期間の定期券価格

　支給限度額 55,000円/月

　通勤距離区分により支給

　2,000～24,500円/月

同 ―
交通用具利用者

管理職が緊急時、休日等に勤務

4,838 千円

18

部長級12％、課長級10％、
課長補佐級8％

同

6,000

配偶者

持家(5年間)　　 2,500

特定期間の加算

2人まで(配偶者扶養) 6,000

13,000

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

一般行政職
の制度との
異同

手　当　名

扶養手当 同1人(配偶者なし) 11,000

その他

5,000

6,000

2人まで(配偶者非扶養) 6,500

(満16～22歳に達する年度)

宿日直手当 １回　4,200円 同

（19年度決算）

（19年度決算） 平均支給年額

2,341

内容及び支給単価

41,090

支給実績（18年度決算）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

手当の名称

4

1,600

休日当番手当

非常出勤手当 水道事業職員

水道事業職員 危険を伴う作業をした者危険手当

1,900

借家 12,000～27,000

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 100.0

主な支給対象業務

管理職手当

管理職員特別勤務手当 異 支給単価

同 ―

1回上限4,000円、6時間超6,000円
千円

円

44,000

60

240

400

4,200
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　(2)　病院事業
  　① 職員給与費の状況
決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額 自己都合 千円
勧奨・定年 千円 勧奨・定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

職員給与費比率

総費用に占める

区　　分

19年度

1,389

3,401

59.28
47.50

23.50
33.50

％％

41.8

市 町 村 平 均 44.3 355,301 549,136

268,861

区　　分

19年度

472,45745.1

565,450 1,314,68143.3

470,54637.3 291,607

（病院　事務職員） 331,442

（参考）市町村平均

千円千円

一人当たり給与費

一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

瀬　戸　内　市　（一般行政職）

1.45

（病院　その他）

瀬　戸　内　市　企　業　職　（病　院）

313,500

3.00

１人当たり平均支給額（19年度） １人当たり平均支給額（19年度）

405,560

359,300

期末・勤勉手当

310,918

千円

69,660

52.3

基本給

千円

359,065

43.4

（病院　医師）

千円

　　　　　　区　　分

87

42.2 41.1

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

580,019△ 129,069

　　計　　Ｂ

平　均　年　齢

Ａ  

41.2

44.1

市 町 村 平 均

瀬戸内市　企業職（病院）

市 町 村 平 均

（病院　看護師）

1,510

Ｂ　

1,375,289

瀬　戸　内　市　（一般行政職）

3.001.45

30.55

59.28

（退職時特別昇給　勧奨退職者で勤続20年以上の成績優秀者）
定年前早期退職特例措置　２～20％加算

59.28
33.50 41.34 41.34

59.28

30.55

26,655

職員数

純損益又は実

瀬戸内市　一般行政職

（退職時特別昇給　勧奨退職者で勤続20年以上の成績優秀者）

59.28

定年前早期退職特例措置　２～20％加算

59.28

　　　　　千円

　制度なし

自己都合

瀬　戸　内　市　企　業　職　（病　院）

23.50

人

131,335

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

総費用

給　 料 職員手当

　質収支

　　　　千円

　　　　　　Ａ

千円　 千円　

47.50

18年度の総費用に占

902,611

平均月収額

560,060

1,555,931

6,437

356,392 559,449

519,650

6,947
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円793,774

管理職が緊急時、休日等に勤務

　通勤距離区分により支給

１回宿日直手当

手当の種類（手当数）

レントゲン撮影及び検査作業

支給単価

　給料×支給率(8～20％)

　2,000～24,500円/月

職務区分により

同

１回上限4,000円、6時間超6,000円

異7,200～21,000

管理職員特別勤務手当 異

　支給限度額 55,000円/月

(満16～22歳に達する年度)

1人(配偶者なし)

2,100円～4,000円

平均支給年額

支給実績

1

深夜勤務（午後10時から午前5時）

7,932

118

支給職員１人当たり

月額

258,417

12,404

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（19年度決算）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

55.2

24,607 千円4,200

― 5,541 千円

支給率
（8～12％）

（19年度決算）

（19年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

手　当　名 内容及び支給単価

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ） 10,321

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ） 127

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

6,000

交通機関利用者

12,000～27,000

その他

特定期間の加算

配偶者 13,000

通勤手当

　最長期間の定期券価格

2人まで(配偶者非扶養) 6,500

借家

持家(5年間)　　 2,500

6,000

5,000

11,000

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

看護師・准看護師

レントゲン技師・臨床検査技師

手当の名称 主な支給対象職員

市立病院に勤務する職員
に対する手当

226,267 円

時間により

5,000円

千円

円

扶養手当

同住居手当 ― 4,169

同 6,788―

2人まで(配偶者扶養)

円

69,262 円

管理職手当 異 15,051 千円 792,157 円

交通用具利用者

― 千円 ―

千円 245,235
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１．現状
・ 本市の技能労務職員には、自動車運転手、清掃職員、調理員、介護員、ホームヘルパーの概ね５職種があります。

（自動車運転手；4人、清掃職員；6人、調理員；19人、介護員；1人、ホームヘルパー；2人　合計36人；H19.4.1現在）

・ 次の表は、国の給与公表モデルに基づく比較表（H19.4.1現在）です。

歳 32 人 円 円 円

歳 6 人 円 円 円 歳 円

歳 11 人 円 円 円 歳 円

歳 3 人 円 円 円 歳 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

２．基本的な考え方
(1)　これまでの取組内容

・ 本市における技能労務職員の給料表は、独自の給料表を適用する自治体が多い中、従来から国の技能労務職員の給料表

である一般行政職給料表（二）を適用し、給与の適正化に努めています。

・ 定数に関しては、現在までも退職者の不補充により、総数の減を目指しています。

(2)　今後にむけて

・ 今後も、退職者の不補充により、平成１９年４月１日現在での技能労務職員数３２人を、３年後の平成２２年４月１日

４人減の２８人、５年後の平成２４年４月１日には、６人減の２６人とすることが見込まれています。

・ また、業務自体の見直しや民間委託などにより計画以上の総数の減を図っていきます。

３．具体的な取組内容
(1)　諸手当の見直し

・ 特殊勤務手当（環境衛生手当）の月額１９，０００円を１５，０００円に、平成１９年４月１日から改正した。

(2)　今後の業務の見直し

・ 上寺山楽々園の調理員を民間委託（平成２０年度～）

うち　運転手 5,153,869 2,680,200 1.92

うち　学校給食員 4,465,304 3,180,400 1.40

うち　清掃職員 6,053,451 4,192,600 1.44

瀬戸内市 ― ― ―

区　　分

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
C/D

(C） (D)

1.67300,400 運転手 55.2 194,300うち　運転手 47.3 274,600 323,531

1.26

うち　学校給食員 48.7 273,300 277,264 275,027 調理士 42.3 233,500 1.19

― ―

うち　清掃職員 50.3 328,500 376,580 339,833
廃棄物処理業
従業員 43.3 299,800

（国ベース） の類似職種 (B)

瀬戸内市 49.1 276,400 297,500 281,543 ― ―

対応する民間
平均年齢

平均給与月額
A/B

瀬戸内市の技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針

区　　分

公　　務　　員 民　　　　間 参　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)

平均給与月額
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区　分 H15.4.1 H20.4.1
瀬戸内市 93.2
類似団体平均 98.6 95.2
全国市平均 100.7 98.3

(H15)
98.6

(H15)
100.7

(H20)
98.3

(H20)
95.2

(H19)
93.2

90

95

100

105

瀬戸内市 類似団体平均 全国市平均

（例）
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※参考
図－５　職種別、年齢別職員構成（全地方公共団体） ＜グラフデータ＞

構成比 0.7 3.2 8.6 13.7 9.9 10.5 7.6 11.5 15.3 11.9 6.9 0.2
２年前の構成比 0.3 1.4 6.1 13.5 11.7 11.8 8.0 12.2 14.2 13.3 7.2 0.3
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